
※ 部分：17.4.11提出弁済計画との比較　〔（　　　）は弁済計画数値〕

【前提条件】　　　
再建の基本方針 駐車場を売却し、担保権者に一括弁済後、一定額の放棄等を求め、残債について

地下街の収益による長期弁済とする（一部債権は劣後とする）

事業計画期間  ３０年間　（平成１７年度～平成４６年度）

　

駐車場売却代金 不動産鑑定評価額

　

収益の見込み 　　　　　(１５年度実績をベース）

売上計画

費用の見込み 　　　　　(１５年度実績をベース）

経費

長期修繕費

入店保証金返済

会社の自助努力

減損会計の適用 １７年度より適用

【相手方への要請】
市中銀行

資産売却による一括弁済 　

債務免除額  　　　　　６，９５１百万円　　　（７，８５７百万円） 　

計画期間30年での弁済 　　　　　 ６，６４９百万円　　　（５，７４３百万円）

残債務の金利

政策投資銀行

資産売却による一括弁済 　

計画期間30年での弁済 　

残債務の金利

大阪市開発公社

計画期間終了後 劣後弁済 　金利　0.06％固定　（1.075％固定）

大阪市農協

計画期間終了後 劣後弁済 　金利　0.06％固定　（1.075％固定）

大阪市

劣後弁済 計画期間終了後 劣後弁済 　有利子分金利　0.03％固定　（0.25％固定）

追加出資  　１，５００百万円

損失補償

※

【参加人への要請】
大阪市道路公社

収支の見通し １８年度(再建２期目）に当期損益の黒字化　　　　　

＊ 弁済計画における市中銀行、政策投資銀行の残債務に対する想定金利

〔想定金利　：　１７～２６年度　１．５％　　２７～３６年度　３．０％　　３７～４６年度　　４．０％〕

１４，６００百万円

　１，０００百万円

債務残高

《長期弁済対象額　１０，２７９百万円》

大阪市縁故証書貸付金利（５年固定）

大阪市縁故証書貸付金利（５年固定）

債務残高　　　　  ２，６８０百万円

損失補償を行う

　　　　　４，７００百万円

　　　　　１，０００百万円

（金融機関の貸金債権の元本、未払利息及び損害金について、担保物権
の処分など回収努力をしてもなお回収不能が発生した場合の当該回収不
能額）

　　 ３，７００百万円

　 　２，４３０百万円

債務残高 　　 ６，１３０百万円

調停案（５月１３日提示)

１７年度～４６年度の３０年間累計３，３３７百万円

○組織・人員の見直し

クリスタ長堀(株)調停案の概要について

長 堀 駐 車 場

東長堀駐車場

　　　　計

１７年度～２３年度の間に２,７６８百万円を返済

○新たな業務委託方式（総合ビル管理）の導入：16年１0月

賃貸収入について、１６年度から２０年度までの５年間で毎年１％下落し、
２１年度以降は２０年度の水準を維持

　　　　　３，７００百万円

　　　２１年度以降５年毎に１％増加

債務残高　　　　  １，２００百万円

債務残高　　　　　７，１２８百万円

駐車場の売買に対する合意

クリスタ長堀㈱が所有する駐車場施設を大阪市道路公社に対し、平成１７年１２月末日限
り、金４７億円で売り渡し、参加人大阪市道路公社はこれを買い受けることに合意する

市中銀行、政策投資銀行、
市農協債権に対するもの

 駐車場の売却代金により、市中銀行及び政策投資銀行への支払いが完了するまでの間、
一時的に残存する一括弁済対象債権４７億円を含む。

　対象元金総額　　１４，９７９百万円※（９，３７３百万円）


